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分析

成
果

　成果指標1の「区内福祉サービス提供事業所で第三者評価を受審した事業所数」は、平
成21年度５１件で前年度と同数であるが、目標の94.4％にとどまっている。
　また、成果指標2の「訪問介護員レベルアップ研修受講者数」は、前年度とほぼ同数（４１
→４０人）であるが、目標を大きく下回っている（８０→４０人）。
　福祉サービス苦情調整委員制度における相談受付件数は、前年度よりも大きく減少（６０
→２１件）し、そのうち苦情申立にまで至った件数も同様に減少（６→３件）している。

コ
ス
ト

　本施策を構成する３事業のコストシェアは、福祉サービス第三者評価推進事業54.2％、
福祉サービス苦情調整委員制度35.9％、訪問介護員レベルアップ研修委託9.8％である。
　施策のトータルコスト減の主な理由は、平成21年度から苦情調整委員数を４名から３名
にしたことによるものであり、福祉サービス苦情調整委員制度は前年度比20.1％減となっ
ている。

成果向上
のための
取組方針

　福祉サービス第三者評価と福祉サービス苦情調整委員制度については、制度をよりよく
理解し、利用していただくために様々な機会をとらえて区民や事業者に周知する。事業者
説明会の開催や、介護保険課の事業者連絡会などでの制度ＰＲに努めることはもちろんの
こと、子育て支援部との連携によるＰＲにも努めていく。
　介護人材育成・確保のための方策としての訪問介護員レベルアップ研修については、構
成、カリキュラム、実施期間を検討し、より多くの方が参加できるようにする。
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施策意図 　サービスを必要とする人が安心して福祉サービスを利用している。

現状と課題

　福祉サービスは、利用者のニーズに的確に対応したサービスの提供と質の向上が求められてい
る。このため、利用者のサービス選択のために、福祉サービス提供事業者のサービス内容や質等
の情報がわかりやすく、容易に入手できるようにする必要がある。
　また、情報が広く公表されることにより、サービスの質の向上に向けた事業者の取組も促進できる
ことから、引き続き第三者評価の受審を支援していく必要がある。
 また、福祉サービスが措置から契約へと変わった中で、区民が安心して福祉サービスを利用する
ためにも、福祉サービス苦情調整委員制度の充実も求められている。
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平成２２年度 施策評価表

施策名 福祉サービス利用者への支援
担当部 福祉部

担当課 福祉管理課





1 0 16

－ － －

51 51 55

－ － －

41 40 80

－ － －

施策名

無

福祉サービス利用者への支援

平成２２年度 施策別事務事業一覧表

職員が
直接関
与する
根拠法

令

効率性
の分析

2,3

無

無

9.82

54.24

2

２０実績

-648

苦情調整の結果、サービ
スが改善した件数（件）

担当課18,188

10,514 9,866

8,180

２１
実績

訪問介護員レベル
アップ研修委託

－

福祉サービス第三者
評価事業推進

第三者評価受審件数（区内
福祉サービス提供事業所で
第三者評価を受審した事業
所数）(事業所数）

－

事務事業名
成果指標

福祉サービス苦情調
整委員

２２
目標

 ２１実績

事務事業コスト（千円）

訪問介護員レベルアッ
プ研修受講者数(人）

施策トータルコスト
（千円）

福祉部担当部

福祉管理課

－

-40 B

指標名（単位）
２０

実績

B

取組
内容

6,536

-1,644

35.94

増減額
施策内
割合(%)

B

1,826 1,786 2



単位

目標

実績

目標

実績

目標

実績

平成２２年度 施策評価表

施策名 地域支援体制の整備
担当部 福祉部

担当課 福祉管理課

施策意図 　支援を必要としている人を地域ぐるみで支えている

現状と課題
　民生委員・児童委員や社会福祉協議会の活動は、認知度が高いとは言えないた
め、その存在や役割を広く区民にPRし、支援を必要とする人が迅速かつ適切にサー
ビスを利用できるようにする必要がある。

成果指標 指標根拠 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度
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評価・
分析

成
果

　成果指標3の「地域で頼れる人や相談先がある区民の割合」は、前年度よりも3.5ポイント増加
(35.6→39.1%)している。一方、成果指標1の「かつしかあんしんネット対象者1人当たりの協力員数」
は、平成21年度5.49人で前年度の7.11人を下回ったが、これは、同ネット利用申し込み者数が前年
度よりも29.6パーセント増加(2,233→2894人)したにもかかわらず、協力員数がほぼ同数(15,876→
15,879人)にとどまったことによるものである。また、成果指標2の「民生・児童委員の相談・支援件
数」は、18年度よりも12.4パーセント減少(9,114→7,986件)している。これは、平成18年4月より、区内
で在宅介護支援センター5か所体制から、地域包括支援センター7か所体制に移行したが、この地
域包括支援センターの高齢者の総合窓口としての役割が、区民に次第に理解され、認知されてき
たことによるものと思われる。

コ
ス
ト

　本施策のトータルコストの52.0%は、社会福祉協議会助成であるが、この内の64%は社協運営費(人
件費、施設維持費)である。また、トータルコストの23.9%は、民生委員関係事務であるが、この事業
費の大半は民生委員の活動費である。
　平成21年度は、地域の高齢者が気軽に集える場所を確保して引きこもりの解消をめざす「いきい
きふれあいサロン」を、新規モデル事業として実施したが、これは本施策のトータルコストの2.29％を
占めている。

成果向上
のための
取組方針

 地域福祉活動の中核的存在である、民生委員・児童委員については、地域からの要望を
踏まえ、定員を393人から400人に増やしたが、欠員が生じている。このため、民生委員・児
童委員の存在や役割の周知度を高めて定員の確保に努めるとともに、民生委員・児童委
員活動が円滑に行えるよう、地域包括支援センターなど関係機関との連携を強化してい
く。
　社会福祉協議会が実施している事業についても、区民の周知度を高めるとともに、事業
の再構築や改善を含む効率的な事業運営を働きかけていく。
　かつしかあんしんネットワーク事業については、協力員制度のPR活動を強化し、同ネット
利用申し込み数に見合った協力員の確保に努める。また、ボランティア団体や事業者など
に、同ネットへの理解と協力を求めていく。
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